
１　基本情報

No. 18

新規 款 5 項 2 目 2

9

年度） 年度～継続） R6 年度～ R8 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

A

評価

B

評価

C

評価

B

評価

B

５　行政改革推進委員会の評価

総合評価

今後の取組方針に対する評価・コメント

事業実施上の課題
・残された課題

市内における宿泊ニーズや立地可能性に関する情報は一定整理されたが、今後は既存宿泊施設との連携強化や、観光と一体と
なったサービス提供体制の構築が課題となる。また、将来的に宿泊事業を担う人材の発掘・育成にも継続的に取り組む必要があ
る。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

宿泊施設の新設を見据えた環境整備に加え、既存施設への伴走支援や観光と連動した運営力の強化、人
材育成など、実現性の高い分野に注力することで、持続可能な宿泊体制の構築をめざす。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

評価した根拠・理由

宿泊施設の需要や採算性、他都市との比較などの客観的データを活用し、宿泊誘致の方向性を定量的に分析した。

総合評価

評価した根拠・理由

調査に基づく基礎情報の整備に加え、都内イベントでの誘致活動に着手し、宿泊施設の具体的な展開に向けた動きが
始まった。課題を把握しながらも実行段階への一歩を踏み出した点が評価できる。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
宿泊施設誘致による滞在型観光の促進という目的に対し、調査を通じて市のポテンシャルを可視化し、誘致活動に向
けた準備を進めた。都内イベントでのプレゼン実施により、具体的な誘致行動にも着手した。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
東京での宿泊誘致イベントではデベロッパー、ホテル事業者、商社等と情報交換を行い、民間の関心喚起と連携の第
一歩を踏み出した。今後は市民や地域関係者との対話の場づくりも課題となる。

目標値と実績値の差
分についての理由

候補地の選定には至らなかったが、生駒駅周辺や市内南部な
どエリアごとの立地評価・整理は実施し、今後の検討材料を得
た。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
宿泊施設誘致に向けた投資判断の基礎となる実証的な資料を限られた予算内で整理し、候補地の方向性を示すこと
ができた。また、外部イベントの機会を最大限に活用し、効率的に事業者との接点を創出した。

目標値 2

実績値 －

指標１ 指標２
指標名（単位） 候補地の選定（エリア）

一般財源 6,930 6,902 4,180

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

宿泊施設立地に関する市内のニーズや課題を整理し、生駒駅周辺や市内南部などエリア単位での可能性を評価したことで、誘致
に向けた実態把握と判断材料を得ることができた。さらに、宿泊事業者との情報交換や誘致活動も実施し、今後の展開につなが
る対外的なアプローチの第一歩を踏み出すことができた。

市債
その他

財源（千円） 0 6,930 6,902 6,270
特定財源 2,090

18負担金補助及び交付金

その他 10

12委託料 6,930 6,892 6,270
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 6,930 6,902 6,270

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

▶　宿泊施設立地可能性調査・誘致活動
委託料6,930千円
▶　県との連携

▶　宿泊施設立地可能性調査・誘致活動
委託料6,892千円+謝礼10千円
▶　県との連携

事 業 実 施 手 法

事 業 期 間

事 業 目 的 ・
事 業 実施 効果

市内における宿泊需要や立地の可能性を把握し、宿泊施設の誘致に向けた基礎的な調査・検討を行うことで、滞在型観光の促進や地域経
済の活性化につなげることを目的とする。また、調査結果を活用し、今後の戦略的な誘致活動や民間事業者との連携に向けた土台を構築
することをめざす。

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

市内における宿泊施設の立地適性を検討するため、生駒山周辺や市内南部などのエリアを対象に、宿泊需要やアクセス性、観光資源との
関連性を分析する。あわせて、既存宿泊施設・事業者へのヒアリング、外部イベント等での情報発信・意見交換を行う。

事 業 の 対 象 宿泊施設に関心のある事業者および将来の宿泊利用者 ー

根 拠 法 令 等 事 務 区 分 自治事務

事 業 区 分 会 計 区 分 一般会計 予 算 費 目

施 策 体 系 産業・雇用就労 戦 略 的 施 策

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

担 当 課 観光振興室 関 係 課

事 業 名 宿泊施設検討事業

行 政 改 革 大 綱 （1）（2）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（
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１　基本情報

No. 3

新規 款 5 項 1 目 3

9

年度） R6 年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

C

評価

C

評価

－

評価

－

評価

C

５　行政改革推進委員会の評価

総合評価

今後の取組方針に対する評価・コメント

事業実施上の課題
・残された課題

生駒市内は小規模農家が多く、スマート農業を利用しても、なかなか収益の向上につながらない。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

引き続き、広報活動は続けていきたい。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

評価した根拠・理由

活用する場がなかった。

総合評価

評価した根拠・理由

生駒市内は小規模農家が多く、スマート農業を利用する農家がなかった。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

今後、必要な事業ではあるが、活用の場がなかった。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

協創する場がなかった。

目標値と実績値の差
分についての理由

スマート農業に対するニーズがなかった。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

活用した事例がない。

目標値 6

実績値 0

指標１ 指標２
指標名（単位） 補助件数（件）

一般財源 　 1,400 0 1,400

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

生駒市内は小規模農家が多く、スマート農業を利用する農業者がなかった。

市債
その他

財源（千円） 0 1,400 0 1,400
特定財源

18負担金補助及び交付金 1,400 0 1,400
その他

12委託料
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 1,400 0 1,400

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

・スマート農業機器購入費半額補助
　（最大50万円×２件）
・スマート農業業務委託に対して半額補助
　（最大10万円×４件）

・令和7年度からの実施に向けて要綱を検討

事 業 実 施 手 法

事 業 期 間

事 業 目 的 ・
事 業 実施 効果

農業者の高齢化による農作業の負担の軽減のため、スマート農業を実践し、農業者の所得の向上を図る。

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

市内農業者による先進的栽培技術設備等の購入及びＡＩを活用したＩＣＴ鳥獣被害対策に補助金を支給する。

事 業 の 対 象

根 拠 法 令 等 スマート農業技術活用推進法 事 務 区 分 自治事務

事 業 区 分 会 計 区 分 一般会計 予 算 費 目

施 策 体 系 産業・雇用就労 戦 略 的 施 策

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

担 当 課 農林課 関 係 課

事 業 名 生駒市スマート農業推進事業補助金

行 政 改 革 大 綱 （１）、（２）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（
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１　基本情報

No. 5

継続 款 6 項 1 目 2

13

年度） 年度～継続） R4 年度～ 8 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

B

評価

B

評価

B

５　行政改革推進委員会の評価

総合評価

今後の取組方針に対する評価・コメント

事業実施上の課題
・残された課題

高齢化率が高く、空き家の増加が予想される状況は、数年では解消できないため、長期的な取組みが必要。また、住宅
施策のみでは、効果が限定的なため、他分野と連携した効率的・効果的な取組みが必要。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

対象地の高齢化率は、他の住宅地と比較しても特に高く、空き家の増加が予想されるため、引き続
き事業を継続する必要がある。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

評価した根拠・理由

空き家実態や流通状況把握には、水道情報や建築確認概要情報などのデータベースを活用した。

総合評価

評価した根拠・理由

対象地の高齢化率が50%を超えており、空き家の増加が予想されるなか、重点的に空き家の流通促進に取り組み、
空き家数の現状維持を達成した。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

良好な住環境を形成するため、空き家の長期化予防に向けた取組を行った。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
令和４年度に実施した住民アンケートやワークショップの結果に基づき、ガレージマーケットを開催するなど住み開き
を推進した。

目標値と実績値の差
分についての理由

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
子育て世帯の転入・定住に繋がる取組を令和５年度から継続して実施し、空き家６件が解消した。また、グリーンス
ローモビリティ導入事業と連携して住み開きイベントを開催するなど、効率的・効果的に事業を実施した。

目標値 維持：29（件）

実績値 29（件）

指標１ 指標２
指標名（単位） 対象地内の空き家数（件）

一般財源 4,476 993 987 988

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

対象地内の空き家所有者に対する空き家施策の周知や個別ヒアリングによる助言など空き家の流通を促進した。また、
自宅の駐車スペース等を活用したガレージマーケットを開催するなど魅力的な活動の場を創出した。

市債
その他

財源（千円） 7,169 993 987 988
特定財源 2,693

18負担金補助及び交付金

その他

12委託料 7,169 993 987 988
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 7,169 993 987 988

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

対象地：萩の台住宅地　993千円
 ▶空き家実態や流通状況把握
 ▶空き家の流通促進
 ▶未利用空間等の活用促進
 ▶未利用空間等の活用事例発信（１件）
 ▶住民ワークショップ等

対象地：萩の台住宅地　987千円
 ▶空き家実態や流通状況把握（新規空き家：６、解消６）
 ▶空き家の流通促進（空き家施策の周知、助言）
 ▶未利用空間等の活用促進（住み開きイベント２回開催）
 ▶未利用空間等の活用事例発信
　（good cycle ikoma:１件、自治会だより：２件）
 ▶住民ワークショップ等
　（公園でイベントを開催し、住み開き事例等の情報発信）

事 業 実 施 手 法

事 業 期 間

事 業 目 的 ・
事 業 実施 効果

入居開始から４０年以上が経過したニュータウンでは、急速な高齢化や空き家の増加が懸念されるため、空き家率や
高齢化率等が高い住宅地等を対象に、転入や定住を促進し、まちとしての新陳代謝を高める。

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

本事業の対象となる住宅地内の空き家の流通促進や住まいの使われていないスペース等の有効活用を促進するこ
とによって、子育て世帯の転入・定住を促進し、空き家の増加を防ぐ。

事 業 の 対 象 空き家率や高齢化率等が高い住宅地

根 拠 法 令 等 事 務 区 分 自治事務

事 業 区 分 会 計 区 分 一般会計 予 算 費 目

施 策 体 系 都市基盤 戦 略 的 施 策

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

担 当 課 住宅課 関 係 課
地域コミュニティ推進課、事業計
画課 等

事 業 名 ニュータウン再生・再編事業

行 政 改 革 大 綱 （１）、（2）、（４）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（
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１　基本情報

No. 6

継続 款 3 項 1 目 1

6

年度） 年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

B

評価

－

評価

B

５　行政改革推進委員会の評価

総合評価

今後の取組方針に対する評価・コメント

事業実施上の課題
・残された課題

連携強化に向けて、地域福祉連携・協働推進会議を継続するとともに、補助金額の妥当性などを引き続き
検証していく必要がある。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

連携強化に向けて、地域福祉連携・協働推進会議を継続するとともに、補助金額の妥当
性などを引き続き検証する。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

評価した根拠・理由

個々の事業で評価すべきであるため。

総合評価

評価した根拠・理由

次年度に向けて公益性を有しつつ機動力や柔軟性を発揮できる社協との適切な役割分担と連携
がとれる体制ができた。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

委託業務の拡大、人事交流、執務場所の移転など、連携強化につながる方針を示すことができた。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
社協が民生児童委員連合会や老人クラブ連合会の事務局機能を担うことで、多様な主体との連携
を図れている。

目標値と実績値の差
分についての理由

重層支援体制整備部会については、月１回開催して
いる重層的支援会議と兼ねて実施したため。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
社協に委託することで効果的に推進できる業務については国交付金を活用して実施する方向性
を検討した。

目標値 4

実績値 全体会　4　　部会　17

指標１ 指標２
指標名（単位） 地域福祉連携・協働推進会議の開催回数（部会含む）（回）

一般財源 40,000 40,000 40,000 40,001

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

地域福祉連携・協働推進会議を重ね、地域福祉のあり方や社協の役割、連携強化に向けた方策を検討した。

市債
その他

財源（千円） 40,000 40,000 40,000 40,039
特定財源 38

18負担金補助及び交付金 40,000 40,000 40,000 40,039
その他

12委託料
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 40,000 40,000 40,000 40,039

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

・生駒市社会福祉協議会運営補助金  40,000千円
・地域福祉連携・協働推進会議の開催
　▶権利擁護支援部会
　▶くらしとしごと支援部会
　▶重層的支援体制整備部会

・生駒市社会福祉協議会運営補助金　　　４０，０００千円
・地域福祉連携・協働推進会議の開催
　▶権利擁護支援部会
　▶くらしとしごと支援部会
　▶重層的支援体制整備部会

事 業 実 施 手 法

事 業 期 間

事 業 目 的 ・
事 業 実施 効果

生駒市社会福祉協議会との連携を強化することで、地域福祉の増進を図る。

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

地域福祉活動が効果的に機能するよう、生駒市社会福祉協議会と役割を分担しながら、連携強化を図る。

事 業 の 対 象 全住民

根 拠 法 令 等 事 務 区 分 自治事務

事 業 区 分 会 計 区 分 一般会計 予 算 費 目

施 策 体 系 地域福祉 戦 略 的 施 策

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

担 当 課 地域共生社会推進課 関 係 課

事 業 名 生駒市社会福祉協議会との連携強化

行 政 改 革 大 綱 （1）（4）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（
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１　基本情報

No. 9

継続 款 3 項 1 目 1

6

年度） H27 年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

A

評価

B

評価

B

評価

－

評価

B

５　行政改革推進委員会の評価

総合評価

今後の取組方針に対する評価・コメント

事業実施上の課題
・残された課題

生活困窮者自立支援法の改正による居住支援等、新たな支援策の検討。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

令和６年度に委託先、委託料を見直したため。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

評価した根拠・理由

デジタル活用を想定していない。

総合評価

評価した根拠・理由

法定の必須事業のみならず、本市の実情に応じた任意事業も実施している。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

生活困窮者、生活保護者の自立を第一の目的としている。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

子どもの学習支援事業で大学生ボランティアを活用した。

目標値と実績値の差
分についての理由

物価高騰等による生活困窮者の増加

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

全事業について、国庫負担（補助）金を活用している。

目標値 １５０件

実績値 153件（令和７年２月末現在）

指標１ 指標２
指標名（単位） 自立相談支援事業の新規相談件数

一般財源 9,385 11,989 11,396 12,134

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

生活困窮者への支援がより円滑におこなえるよう、各事業の委託料及び生活困窮者就労準備支援事業を
生駒市社会福祉協議会に委託する等、支援体制を見直した。

市債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

財源（千円） 31,926 44,095 41,722 44,677
特定財源 22,541 32,106 30,326 32,543

18負担金補助及び交付金 0 0 0 468
その他 8,042 11,002 8,432 10,797

12委託料 23,884 33,093 33,290 33,412
14工事請負費 0 0 0 0

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 31,926 44,095 41,722 44,677

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績
◇各種自立支援事業の実施
  ▶ 生活困窮者自立相談支援事業 15,807千円
  ▶ 生活困窮者住居確保給付金　５，８８５千円
  ▶ 生活困窮者就労準備支援事業　６，８３０千円
  ▶ 生活困窮者家計改善支援事業　２，９７５千円
  ▶ こどもの学習支援事業　５，２４１千円
  ▶ 被保護者就労支援事業　１，７７６千円
  ▶ 被保護者就労準備支援事業　１，７７６千円
  ▶ 被保護者健康管理支援事業　３，８０５千円

◇各種自立支援事業の実施
  ▶ 生活困窮者自立相談支援事業　１５，８０７千円
  ▶ 生活困窮者住居確保給付金　３，５５２千円
  ▶ 生活困窮者就労準備支援事業　６，８３０千円
  ▶ 生活困窮者家計改善支援事業　２，９７５千円
  ▶ こどもの学習支援事業　４，８４８千円
  ▶ 被保護者就労支援事業　１，７７６千円
  ▶ 被保護者就労準備支援事業　１，７７６千円
  ▶ 被保護者健康管理支援事業　４，１５８千円

事 業 実 施 手 法

事 業 期 間

事 業 目 的 ・
事 業 実施 効果

生活困窮者が自立した生活を営むことができる。

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

生活困窮者等の自立に向け、就労支援、居住支援、学習支援、家計改善等の支援事業を行う。

事 業 の 対 象 生活困窮者、生活保護者 1,000人

根 拠 法 令 等 生活困窮者自立支援法、生活保護法 事 務 区 分 自治事務

事 業 区 分 会 計 区 分 一般会計 予 算 費 目

施 策 体 系 地域福祉 戦 略 的 施 策

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

担 当 課 生活支援課 関 係 課

事 業 名 生活困窮者等の自立支援

行 政 改 革 大 綱 （１）（４）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（
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１　基本情報

No. 8

新規 款 2 項 1 目 1

Ⅳ

年度） H21 年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

B

評価

B

評価

B

５　行政改革推進委員会の評価

総合評価

今後の取組方針に対する評価・コメント

事業実施上の課題
・残された課題

来年度においては、人材育成基本方針の定時見直しを控えており、会計年度任用職員以外の職員の人事評
価制度について見直しを行っていく。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

人材育成と良好な職場環境づくりに資するよう、人事評価等の制度見直しを継続して実
施していく。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

評価した根拠・理由
会計年度任用職員の人事評価シートについて、評価者・被評価者が利用しやすいレイアウトのエクセルデータを作成し
た。

総合評価

評価した根拠・理由

事業目的に沿った人事評価等制度の見直しを行った。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
上司モニタリング制度について、令和5年度の職員からの意見を踏まえ対象者を拡大するなど、事業目的に沿った見
直しを行った。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
会計年度任用職員の人事評価制度の見直しにあたり、会計年度任用職員が特に多い教育委員会に意見を伺い、見直
しを行った。

目標値と実績値の差
分についての理由

職員アンケートの結果による

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
会計年度任用職員の人事評価の見直しにあたり、評価者・被評価者の負担が少なく済むよう考慮しながら見直しを
行った。

目標値 前年度以上

実績値 R6 73% (R5 71%)

指標１ 指標２
指標名（単位） 自分の能力を発揮できていると思う職員の割合(%)

一般財源

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

会計年度任用職員の目標達成度評価(仕事の評価)を行うことで、これまでよりも詳細な評価を行うことができた。上司
モニタリング制度の対象者を拡大することで、事業目的に沿った制度の拡充を行った。

市債
その他

財源（千円） 0 0 0 0
特定財源

18負担金補助及び交付金

その他

12委託料
14工事請負費

R５決算 R6予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 0 0 0

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

上司モニタリング制度の運用開始
人事評価制度の見直し

人事評価については、令和6年度から会計年度任用職員の勤
勉手当支給開始に伴い、人事評価制度を活用した支給とする
といった制度改正を行った。
また、人事評価とは別に部下から上司の評価を行う上司モニ
タリング制度については、令和5年度から試行実施していた
が、令和6年度から対象者を課長補佐まで拡大し、職員にとっ
てより納得度の高い人事制度となるよう制度の拡充を行っ
た。

事 業 実 施 手 法

事 業 期 間

事 業 目 的 ・
事 業 実施 効果

人材育成と良好な職場環境づくりに資するよう、人事評価等の制度見直しを継続して実施する。

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

人事評価については随時見直しを行っているところであるが、令和6年度から、会計年度任用職員の勤勉手当支給開始や多様な働き方の
推進など、今後も市や国の制度改正等に応じて、人材育成に資する制度として人事評価の見直しを行う。また、人事評価とは別に部下から
上司の評価を行う上司モニタリング制度を導入し、良好な職場環境づくりの一助とする。

事 業 の 対 象 市職員 約1,700人

根 拠 法 令 等 事 務 区 分 自治事務

事 業 区 分 会 計 区 分 一般会計 予 算 費 目

施 策 体 系 行政経営 戦 略 的 施 策

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

担 当 課 人事課 関 係 課

事 業 名 人材育成と良好な職場環境づくりのための人事評価等

行 政 改 革 大 綱 (5)

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（
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１　基本情報

No. 10

新規 款 2 項 1 目 1

Ⅳ

年度） R6 年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

B

評価

B

評価

B

５　行政改革推進委員会の評価

総合評価

今後の取組方針に対する評価・コメント

事業実施上の課題
・残された課題

任期付短時間勤務職員の採用時期、採用プロセスの検討が必要である。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

社会構造の変化や行政需要の多様化・複雑化が進み業務負担が増大しているため、業務
量増加対応任期付職員の採用試験を引き続き継続する。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

評価した根拠・理由

採用プロセスにおいて、オンライン申込みが可能である。

総合評価

評価した根拠・理由

業務量増加対応任期付職員の採用は、職場全体の活性化に繋がるものでありし、職員の多様な働
き方を支援できる。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

単なる人員補充に留まらず、職員が働きやすい職場環境の改善や整備に寄与した。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

各課からの要望等を受け、採用試験を検討及び実施した。

目標値と実績値の差
分についての理由

行政事務に対応できる職員を選考して採用したた
め。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

業務の停滞を防ぎ、必要な時期に必要な人員を確保できた。

目標値 70%

実績値 60%

指標１ 指標２
指標名（単位） 採用予定人数に対する名簿登録率

一般財源

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

事務職（業務量増加対応）任期付職員の採用試験を実施した。

市債
その他

財源（千円） 0 0 0 0
特定財源

18負担金補助及び交付金

その他

12委託料
14工事請負費

R５決算 R6予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 0 0 0

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

任期付職員の採用試験の実施 社会人対象者向けの採用試験で、事務職（業務量増加対応）任
期付短時間勤務職員の試験を実施した。

事 業 実 施 手 法

事 業 期 間

事 業 目 的 ・
事 業 実施 効果

職場環境の安定性と業務の継続性を確保するために、業務量の増加が見込まれる業務に対応するための事務職（業
務量増加対応）任期付職員の採用試験を実施する。

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

一定の期間内に業務量の増加が見込まれる場合や職員が産前・産後休暇や育児休業等を取得した場合に対応する
ため、任期付職員（短時間勤務）の採用を行う。

事 業 の 対 象 生駒市職員採用候補者

根 拠 法 令 等 生駒市職員採用規程 事 務 区 分 自治事務

事 業 区 分 会 計 区 分 一般会計 予 算 費 目

施 策 体 系 行政経営 戦 略 的 施 策

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

担 当 課 人事課 関 係 課

事 業 名 業務量増加対応任期付職員の採用試験等実施

行 政 改 革 大 綱 （５）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（
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